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林業経営では経済性とともに公共性も求められ，行政・経営者はさまざまな時空間スケー

ルにおいて複雑な意思決定を迫られる。本研究は，林業経営の収益性，炭素固定，労働量，

木材生産量等について，多様な自然・社会経済条件を想定したシミュレーションを行い，経

済性と公共性のトレードオフを様々な時空間スケールで解明した。さらに，この成果を最適

な意思決定を支援する実務的なシステムへと体系化し，実測値等との比較・検証を行った。

具体的には，以下のように，森林の現状把握，将来予測，森林管理方針の最適化を踏まえて，

林業の経済性と炭素固定等の公共性を総合的に捉え，意思決定支援システムの構築に取り組

んでいる。 

 

（1）森林・林業の情報の広域把握  

航空機レーザースキャナーなどのリモート

センシングにより森林における樹木の樹高・

直径，地形情報を計測し（図１）10)，現地調

査で，直接計測された真値と比較することに

よって検証した。これらの現況情報から将来

の樹高成長等の予測可能性を解明し(自然条

件)，さらに，全国からデータを収集して，補

助事業等の実態を解析 2), 4)した(社会経済条件)。

これらの広域情報は，後述の研究（2）のモデ

ル化にも生かされている。 

 

 

(2)林業の収益・長期リスク等を高精度で予測するモデルの開発   

全国の毎木調査結果や，航空写真・航空機 LiDAR 等の三次元計測によって林況や状態の変

化に対するモニタリングを行った（図２）。把握された林状の変化を基礎とした森林の成長予

測や地況・林況の違いによる風倒被害リスクのシミュレーションを行った 5)。研究対象は初

期状態や保育作業の実施状況が多様な人工林 7)とし，かつ長期的な時系列データが利用でき

るスギ・ヒノキ・カラマツ・トドマツ・アカマツ等を中心に選抜した。これらの蓄積された

時系列データに対して，既往の森林成長予測ツールを拡張して適用し，精度検証を行なった

(図３)。こうして開発した高精度の成長モデルとリモートセンシングの手法で広域に把握した

森林情報（前述の（1））を統合し，森林の成長や地況・林況の違いによる風倒被害リスクを

広域で予測するシミュレーションを実現した。 

 

 



図２ 台風前後のリモートセンシングによる風倒地の把握 

図３森林の成長・林業経営収支予測システムと現地計測による検証 
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なお，この成果の一部 8)は，解説書や使用マニュアルとともにウェブサイトを通じて公開

され，森林・林業関係の民間業者・行政担当者に幅広く利用されるに至っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3)林業経営における採算性・炭素固定・雇用創出等の意思決定支援 

 上記の成果をベースに，林業労働量・収益性等の森林の多様な側面をシミュレーションで

分析して最適解 14)を求め，短期的な伐採から長期的な循環的利用まで，あるいは所有者レベ

ルから国レベルまで，様々な時空間的スケールで森林の公共性と経済性を両立する意思決定

支援システムを構築した。森林の炭素固定量も定量化できる本システムは政府関連省庁のカ

ーボンオフセット制度（J-CREDIT 等）における森林吸収量評価や，行政の事業を通して京

都議定書やポスト京都議定書の次期枠組みなど，日本の森林 CO2吸収量推定においても活用

されている。 

 

（4）森林の理論研究と林業経営・計画策定への応用研究の統合 

 以上のように，本研究では森林の現状把握からシミュレーションおよび最適化にいたるま

で研究を幅広く展開してきた。その中で，森林計画の策定・実行・モニタリング・計画の改

風倒地 



図４ 森林計画の策定・実行・モニタリング・

計画の改善 

図５ 経済的な木材の供給可能量と実績量 
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善というＰＤＣＡサイクル（図４）において森林・林業の公共性と経済性を高度にバランス

させる意思決定支援をシステム化するという試みを，林分レベルから国レベルにかけて継続

して実施している。例えば，対象とした全国の人工林面積において，約３割が経済的に循環

可能な資源として推定され，国策で志向されている 100 年後の人工林面積の約半分となった。

これらの経済的に循環可能な人工林の土地生産力を最大限活用されると仮定した場合，年平

均素材生産量は，約 3500 万 m3と推定された。これは，直近 5 年間における全国の年平均素

材生産量の約 1.5 倍であり，その他の広葉樹等の生産量を考慮すると，長期的には国策とし

て志向されている国産材供給（4000 万 m3/年）を達成し得る可能性を示唆された。他方，人

工林において，南九州をはじめ，経済的に持続的な木材供給可能量と近年の実績値の類似す

る地域もみられる反面，今後，需要の拡大や安定的な林業労働力の維持を前提に，より素材

生産量の向上を見込める地域差も示唆された（図５）。将来的に増産の見込める潜在的な素材

生産量の約４割は，東北地方以北に分布していた。中長期的な国産材の供給量を拡大するう

えでは，現時点で高い生産量を維持している地域での確実な再造林と，増産の見込める地域

での需要拡大や供給にみあった生産性の向上など，地域によって異なる課題の認識と方策が

求められる。 
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